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半導体・デジタル産業戦略（令和3年6月）

○DX、デジタル化は、IT企業、製造業だけでなく、サービス業、農業なども含め、全ての産業の根幹。
グリーン成長や、地方創生、少子高齢化などの課題は、デジタル化無しには、解決出来ない。

○したがって、デジタル社会を支える「デジタル産業」「デジタルインフラ」「半導体」は、国家の大黒柱。
○我が国が抱える課題を解決し、先進国としての地位を維持していくためには、
何よりも、「デジタル産業」「デジタルインフラ」「半導体」という大黒柱の強化が必要不可欠。

・・・
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デジタル社会を支えるデジタル産業の必要性

⚫ 今後、社会インフラ、企業のビジネス、行政サービスがクラウド上のシステムとして提供されるように。
クラウドおよびクラウド上で提供されるサービスが社会・経済の重要なインフラとなる。

⚫ クラウドサービス提供をささえるインフラ事業者としてデジタル産業が必要。

社会インフラ企業ビジネス 行政サービス

低位安定
ユーザー
企業

ベンダー
企業

デジタル
産業

変革の道筋

国内サーバ台数**
200万台

AWS, MS, Google
国内サーバ台数*

140万台

年率30%台
で増加

減少傾向

クラウド

オンプレ基幹系システム

クラウド化のトレンド

*1DC辺りのサーバ台数が最低10万台として推定（AWS 6DC、MS 6DC、Google 2DC）
** 国内サーバ出荷台数50万台/年から推定。

なお、ハイパースケールDC（GAFAM）向けサーバは含まず
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事務機器

クラウド化の推進と市場の創出

⚫ あらゆる領域のクラウド化を推進

上水道 スマートライフ

✓ 上水道システムのクラウド化と柔軟な
データ利活用による水道事業のデジ
タル化を推進。22の水道事業者が
導入を決定済。

✓ さらなる展開に向けて、上水道という
社会インフラを担ううえでのクラウドの
信頼性向上が求められる。

水道供給施設（配水池、浄水場等）

2020年5月より
株式会社JECCがサービス提供

水道事業者等

監視制御

アプリケーション提供事業者

台帳管理 会計・料金

水道標準プラットフォーム

✓ 街と暮らしのDXの実現に向け、個人情報
のプライバシーやセキュリティを確保しつつ、
企業を超えて収集・高次化したイエナカ
データをクラウド共有・サービス活用し、
新しいライフスタイルの実現を目指す。

✓ その実現のためには、IoT家電・住設機
器・スマメ等からのイエナカデータと他産業か
らのデータを有意に連携する、中立かつ
サービス持続性を担保したデータ連携基盤
の構築が必要。

街と暮らしのＤＸを実現するサービス
（新しい価値の創出）

プライバシーの保護、セキュリティの
確保、データの標準化

他の産業分野
データ基盤

医療

G空間交通

新たな共助サービスの仕組み 自律移動家電との共存

連携

✓ 業界団体を中心に、各社のクラウド
サービスに接続できる共通プラット
フォームの構築に向けた基礎検討。

✓ 各社のサービスを毀損せず、共通
プラットフォームがゲートウェイとなり、
ユーザーの利便性を向上する。

セキュリティ、トラスト、認証、サービス/機器管理等

共通インターフェース

A社
クラウドサービス

B社
クラウドサービス

C社
クラウドサービス

ユーザー

共通プラットフォーム

クラウド機能

家（建物）内のイエナカデータ

IoT家電 スマメ 住設機器

イエナカ共通
データ連携基盤

電力会社
クラウド

IoT家電
企業クラウド

住設機器
企業クラウド



協調領域における共通プラットフォームの構築

⚫ 協調領域については、個社が別々にシステム開発するのではなく、業界毎や課題毎に
共通のプラットフォームを構築することで早期かつ安価にシステム刷新することが可能で
ある（割り勘効果）。ニーズのある領域を見極め構築することを目指す。
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【対応策】

◼ 協調領域の見極め

共通プラットフォームを構築し得る具体的な分野について、例えば以下のような分野が指摘されている。

⁻ 業界の中で規制に対応するための標準的・規格的･共通的な作業が多く存在する規制業種の分野

⁻ 保安や環境の分野

⁻ 人手不足や環境、コストダウンという観点からも、非競争領域であり協調可能性が高いとの認識がある共

同配送・物流の分野

⁻ 広告・宣伝・営業等の競争領域に続く、受注やコールセンター等、個々の注文を受ける部分

⁻ 人事・ロジスティクス・CRM等のERPの浸透度が低く、我が国における企業の生産性を落としている可能

性のある分野

【必要性】

➢ 競争力に寄与しない非競争領域については、業界内外を含めて業務の共通化やシステムの共通化を図っていき、
複数の企業が共同でシステムを構築することが、コストや失敗リスクを下げる有効な手段となり得る
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成長戦略(令和3年6月18日閣議決定)

• 企業がDX によりグローバルで競争力のあるデジタル技術の提供主体とな
るために必要な要素を 2021 年度中に取りまとめる。また、社会全体で DX 
を加速するため、全国の水道事業者への導入支援を通じて水道情報活用
システムの展開を進めつつ、上水道事業等を事例として得られる知見を活

用し、介護等の多様な業界で協調領域を形成して共通プラットフォームを
構築するための技術的支援を行うとともに、組込みソフトウェア等の技術を
活用した低遅延サービスの基盤構築を開始する。

成長戦略フォローアップより
１．新たな成長の原動力となるデジタル化への集中投資・実装とその環境整備
（８）企業等における DX の推進
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和3年6月）
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水道標準プラットフォームの社会実装

⚫ 2019年度に経済産業省の補助事業として水道標準プラットフォームを構築。
⚫ 2020年5月11日に株式会社JECCがプラットフォーム運用開始をプレスリリース。
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水道標準プラットフォームの導入状況（令和3年8月時点）

⚫ 水道情報活用システムを導入予定の事業者には、水道情報活用システムの仕様に基
づいた「水道標準プラットフォーム」の導入も検討いただきたい。

水道標準PF導入事業者

・石川県 金沢市

・滋賀県 草津市

・石川県 津幡町

・愛知県 岡崎市

・奈良県 奈良市

・奈良県 生駒市

・宮城県 蔵王町

・岐阜県 笠松町

・福島県 浪江町

・京都府 綾部市

10事業者
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工業用水への展開の方向性

⚫ 工業用水道事業において、令和3年度より水道情報活用システムへの参入の可能性を
検討中。

現状と課題を踏まえた今後の工業用水道事業施策について（中間とりまとめ）
（令和3年6月15日、産業構造審議会 地域経済産業分科会 工業用水道政策小委員会）

II. 課題への対応について
３．デジタル技術等による広域化等・民間活用の促進
（２）デジタル技術等、広域化等、民間活用の一体的な促進
① 想定スケジュールと進め方

上水道事業においては、IoT（Internet of Things）活用推進の一環として、水道情報活用
システムの導入を促進している。工業用水道事業においても、施設情報に大きな相違は無いと
考えられ、既存の共通システムへの参入という点においてコスト面でのメリットも大きいと考えら
れることから、令和３年度より水道情報活用システムの関係者を交えて参入の可能性を検討す
る。デジタル技術等、広域化等、民間活用の一体的な推進等に向けた事業モデル構築等につい
て、令和４年度よりその可能性を調査し、有用性を確認した上でモデル事業創出に向けた支援
策について更なる検討を行う。


